
日米両国は基本的価値及び戦略的利益を共
有する同盟国である。日米同盟は、日本の外
交・安全保障の基軸であり、アジア太平洋地
域のみならず、世界の安定と繁栄のための共
有財産である。日米安全保障体制（日米安保
体制）を中核とする日米同盟は、戦後60年
以上にわたり、日本及び極東に平和と繁栄を
もたらしてきた。
また、日米両国は、二国間やアジア太平洋
地域の課題のみならず、アフガニスタン・パ
キスタン支援、イランの核問題、気候変動や
核軍縮・不拡散など、国際社会が直面するグ
ローバルな課題への対応でも協力し、世界の
安定と繁栄に寄与している。
冷戦終結後の今日もアジア太平洋地域には
不安定な要素が依然として存在しており、日
米同盟の深化は喫緊の課題である。安全保
障、経済、文化・人材交流を三本柱として、
日米同盟を21世紀にふさわしい形で更に深
化・発展させていくことで、6月の菅政権発
足以来、日米両首脳間では幾度にもわたり一
致してきている。2011年前半の菅総理大臣
訪米の機会に、21世紀の日米同盟のビジョ
ンを共同声明のような形で示すために、両政
府間で議論を深めている。
日本とカナダは、基本的価値を共有するア

ジア太平洋地域におけるパートナー及びG8
のメンバーとして、政治、経済、安全保障、
文化など、幅広い分野で緊密に協力してい
る。2010年は日本がアジア太平洋経済協力
（APEC）、カナダがG8・G20の議長であった
こともあり、日加間の首脳、閣僚レベルの要
人往来も活発であった。特に、11月の横浜
APEC首脳会議の際の日加首脳会談では、両
国の安全と繁栄は、アジア太平洋地域及びそ
れを超える地域の安全な未来と関連している
との認識の下、両国首脳が、「政治、平和及
び安全保障協力に関する日加共同宣言」に署
名した。これにより、平和・安全保障分野で
の協力関係を含め、更に幅広い分野での協力
関係を拡充・発展させていくことが確認され
た。

第２節

北　米

総　論

日米首脳記者会見での菅総理大臣（右）とオバマ米国大統領（11 月 13
日、横浜　写真提供：内閣広報室）
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1　米国

各　論

（1）日米政治関係

日米両国間では、首脳・外相レベルを始
め、あらゆるレベルで相互の信頼関係の強化
と緊密な政策協調が行われている。
2010年1月、岡田外務大臣はハワイを訪問

し、クリントン国務長官と日米外相会談を
行った。両大臣は、普天間飛行場の移設につ
いてお互いの立場を確認した上で、現行の日
米安全保障条約締結50周年に当たる2010年
に、今後30年、50年と、日米同盟を持続可
能なものに深化させていくための協議プロセ
スを開始した。また、両大臣は、対アフガニ
スタン支援、イランの核問題、北朝鮮問題、
ミャンマー情勢、気候変動、核軍縮・不拡散
などについて積極的かつ建設的な議論を行っ
た。また、現行日米安保条約署名から50年
に当たる1月19日には、日米両国の首脳がそ
れぞれ談話を発表するとともに、日米安全保
障協議委員会（「2+2」）の閣僚が共同発表を
行い、日米両政府は、二国間関係はもとより、
アジア太平洋地域や地球規模の課題における
日米協力を強化し、日米同盟を21世紀にふさ
わしい形で深化させていくことを確認した。
また、3月のG8外相会合に際して行われた

日米外相会談においても、岡田外務大臣とクリ
ントン国務長官は、普天間飛行場の移設につい
て、日米間で引き続き協議していくことを確認
した上で、北朝鮮、ミャンマー、イランといっ
た幅広い課題について充実した議論を行った。
4月にワシントンにおける核セキュリ
ティ・サミットに際して、鳩山総理大臣は、
オバマ大統領との間で意見交換を行った。日

米関係については、鳩山総理大臣から日米同
盟を一層深化・発展させたい、また、普天間
飛行場の移設につき、5月までに決着させた
い旨を述べ、この方向で努力していくことと
なった。また、オバマ大統領から、イランの
核問題に関して提起があり、同問題について
も意見交換が行われた。
5月には、クリントン国務長官が、国務長
官として2度目となる日本への訪問を行い、
日米外相会談及び鳩山総理大臣への表敬を
行った。外相会談では、3月に起きた韓国
哨
しょう

戒艦沈没事件など、アジア太平洋地域情
勢及びイランの核問題への対応を中心に幅広
い議題について議論が行われた。中でも、韓
国哨戒艦沈没事件について、岡田外務大臣か
ら、今後北朝鮮による更なる挑発行為の可能
性も念頭に、日米間で警戒態勢を高めるとと
もに、外交、防衛、インテリジェンス（情
報）の面での協力を一層強化していきたい旨
を述べた。これに対し、クリントン国務長官
からは、本件を非常に懸念しており、韓国の
46名の水兵の命を奪った北朝鮮の行為は休
戦協定に違反するものであり、強く非難する
旨の発言があり、両大臣は日米韓が緊密に連
携していくことで一致した。また、鳩山総理
大臣への表敬においても、日米関係の他、韓
国哨戒艦沈没事件への対応について意見交換
が行われた。
5月28日、日米両政府は、「2+2」共同発
表において、普天間飛行場の移設についての
方向性を示すとともに、日米同盟を21世紀
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の新たな課題にふさわしいものにすることが
できるよう幅広い分野における安全保障協力
を推進し、深化させていくことを確認した
（第3章第1節1「日米安全保障体制」参照）。
6月に就任した菅総理大臣は、第174回国会

における所信表明演説において、日米同盟を
外交の基軸とする旨を述べ、日米同盟は日本
の防衛のみならず、アジア太平洋の安定と繁
栄を支える国際的な共有財産であり、今後も
同盟関係を着実に深化させることを明らかに
した。そして、同6月、G8・G20サミット出
席のためカナダを訪問した際、オバマ大統領
と首脳会談を行い、同会談において、両首脳
は、日米同盟が日本のみならずアジア太平洋
地域の平和と繁栄の礎であることを確認し、
引き続き日米で緊密に連携していくことで一
致した。また、両首脳は、北朝鮮、イラン、
アフガニスタン・パキスタンや、地球規模の
課題についても建設的な意見交換を行った。
7月、東南アジア諸国連合（ASEAN）関
連外相会議出席のため、ベトナムを訪問して
いた岡田外務大臣は、ハノイにおいてクリン
トン国務長官と外相会談を行った。両大臣
は、同盟の深化について引き続き日米間で議
論を継続し、11月の横浜でのAPEC首脳会
議の際のオバマ大統領訪日の成功に向けて、
緊密に意思疎通をすることで一致した。ま
た、同会談では、朝鮮半島情勢、中国、イラ
ンの核問題、国連安保理改革についても積極
的な意見交換が行われた。
9月の国連総会に際しては、菅総理大臣と
オバマ大統領との間で、また前原外務大臣と
クリントン国務長官との間で、それぞれ日米
首脳・外相会談が行われた。首脳会談では、
菅総理大臣が、日米同盟を安全保障、経済、
文化・知的・人的交流の三本柱で深化させて
いきたい旨を述べたのに対し、オバマ大統領

は、その3つの分野の重要性について完全に
同意する旨を述べた。日米首脳・外相両会談
において、中国、北朝鮮などアジア太平洋地
域についても議論が行われ、両首脳・大臣
は、最近の海洋を巡る問題について関心を
持って注視するとともに、今後、日米で緊密
に連絡をとっていくことで一致した。外相会
談においては、クリントン国務長官から、日
米安保条約第5条が尖

せん

閣
かく

諸島に適用されるこ
とが改めて確認された。また、日米首脳・外
相両会談において、イランに関し、日本が安
保理決議第1929号の履行に付随する措置を
決定したことについて、オバマ大統領及びク
リントン国務長官がそれぞれ謝意を表明した
（第2章第6節3「イラン」参照）。
上記日米首脳会談及び外相会談を踏まえ、
10月に前原外務大臣がハワイを訪問した際
に行われた日米外相会談では、両大臣は、安
全保障、経済、文化・人材交流を三本柱とし
て、日米同盟を21世紀にふさわしい形で深
化させることで一致した。具体的には、前原
外務大臣から、日米安保協力の着実な強化、
二国間の経済対話の強化、クリーン・エネル
ギー及び高速鉄道などでのパートナーシップ
の推進、日米両国の様々な層における相互理
解・交流の促進に向けて緊密に連携していき
たい旨を述べた。また、同会談の翌日、クリ
ントン国務長官は「米国のアジア太平洋への
関与」と題する講演の中で、日米同盟がアジ
ア太平洋地域における米国の関与の礎である
旨を改めて述べ、過去50年間と同様に、日
米同盟が今後50年間も効果的なものとなる
よう、戦略的環境の変化に合わせて日米の協
力関係を拡大していく旨を表明した。
11月、菅総理大臣は、横浜で開催された
APEC首脳会議出席のため来日したオバマ大
統領との間で3回目となる日米首脳会談を
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行った。同会談で両首脳は、日米同盟の深
化・発展について一致し、また、オバマ大統
領から菅総理大臣に対し、2011年前半の米
国訪問に向けた招待があり、菅総理大臣が訪
米した際に、21世紀の日米同盟のビジョン
を共同声明のような形で示すことで両首脳は
一致した。さらに、中国、北朝鮮を始めとす
るアジア太平洋地域、国連安保理改革、アフ
ガニスタン・パキスタン、核セキュリティ・
核軍縮といった地球規模の課題についても積
極的な意見交換が行われた。そして、会談終
了後、日米双方で「新たなイニシアティブに
関するファクトシート」及び「核リスク低減
に関する日米協力」の文書を発表し、また、
日本側から、ファクトシート「日米同盟深化
のための日米交流強化」を発表した。
11月下旬、北朝鮮によるウラン濃縮計画
が発覚し、また、延

ヨンピョンド

坪島（韓国）に対する砲
撃事件が発生したが、これについて日米は迅
速に対応し、かつ緊密な意見交換を行った。
同事件後直ちに日米外相電話会談が実施さ
れ、両大臣は、今後の対応に当たっても日米
及び日米韓で引き続き緊密に連携していくこ
とを確認し、12月6日には、クリントン国務
長官主導の下、日米外相会談及び日米韓外相
会合がワシントンにおいて実施された。日米
外相会談では、六者会合議長国である中国が
北朝鮮との関係でより一層大きな役割を果た
すことを期待し、中国及びロシアとの連携を
一層強化していくことを確認した。続く日米
韓外相会談においては、北朝鮮の挑発行動に
対して、北東アジアの平和と安定のため、日
米韓の3か国が引き続き緊密に連携して取り
組むという強い決意を持って臨むことが確認
された（第2章第1節1（1）「北朝鮮」参照）。
2011年1月、前原外務大臣は、ワシントン
及びフロリダ州訪問のため訪米し、外相就任

後4回目となる日米外相会談を始め、バイデ
ン副大統領への表敬、連邦議員や有識者との
意見交換、米国のシンクタンクである戦略国
際問題研究所（CSIS）での「アジア太平洋
に新しい地平線を拓

ひら

く」と題する講演、ス
コット・フロリダ州知事との会談などを実施
した。CSISにおける講演で、前原外務大臣
は、日米両国に課せられた最優先の課題が、
変革期のアジア大洋州地域における新しい秩
序形成に取り組むことであり、具体的な分野
として東アジア首脳会議（EAS）の役割の
拡充・強化や、APECにおける連携、成熟し
た民主主義や市場経済を共有する国々との連
携を強化することによる安全保障・経済の両
面における協力システムの構築などを挙げ
た。また、日米外相会談では、2011年前半
の菅総理大臣訪米に向け、日米同盟の深化の
中身を詰めていくことを再確認し、安全保障
協力、高速鉄道、文化・人材交流といった個
別案件について外相間でしっかりとした議論
を行い、21世紀の日米同盟のビジョンを示
す文書を作成すべく、日米間で今後とも緊密
に協議を行うことで一致した。また、強固な
日米同盟に基づき、アジア太平洋の平和と安
定、繁栄の観点から東アジア情勢及びこの地
域の諸課題について共に取り組んでいくこと
について議論した。

日米外相共同記者会見での前原外務大臣（左）とクリントン米国国務長
官（2011 年 1 月 6 日、米国・ワシントン）
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（2）日米経済関係

世界経済情勢が変化する中で、日米が両国
経済のみならず、アジア太平洋地域経済、世
界経済の新たな成長を実現し、地球規模の課
題に対処するため、経済分野における協力を
更に強化していくことが重要となっており、
これは日米両首脳が目指す日米同盟深化の三
本柱の一つを成している。
日本がAPEC議長を務めた2010年は、
2011年の議長である米国と、アジア太平洋
地域の更なる成長、統合に向けた連携が進ん
だ1年であった。3月に行われた日米外相会
談の際には、「日米APEC協力に関するプレ
ス・ステートメント」が発表され、両国が地
域経済統合の推進、地域の新たな成長パラダ
イム（枠組み）の構想などについて協力して
指導力を発揮し、さらに、食料安全保障、女
性起業家支援、気候変動、防災といった分野
で具体的イニシアティブに共同で取り組んで
いくことが確認された。この後、両国は横浜
APECの成功に向け緊密に連携し、10月の
日米外相会談では、APEC協力の進展を確認
した。さらに、11月の前原外務大臣とカー
ク通商代表の会談では、2011年の米国
APECの成功のために引き続き協力していく
ことで一致した。
11月の横浜APECの際の日米首脳会談で
は、この直前に日本で閣議決定された「包括
的経済連携に関する基本方針」も踏まえ、日
米二国間や環太平洋パートナーシップ（TPP）
を含むアジア太平洋における貿易・投資など
の自由化について、協議を行っていくことで
一致した。2011年1月にはワシントンで両国
間の貿易・投資などに関する問題を幅広く議
論する「日米貿易フォーラム」が開催され、
日本による情報収集の一環としてTPPも取

上げられた。
幅広い分野での二国間の対話・協力も進
み、11月の日米首脳会談では、「新たなイニ
シアティブに関するファクトシート」が発表
された。その中で、日米間の経済関係を更に
強化するために、日米経済調和対話、イノ
ベーション・起業・雇用創出促進のための日
米対話及びインターネットエコノミーに関す
る日米政策協力対話が立ち上げられた。日米
経済調和対話は、貿易円滑化、ビジネス環境
の整備、個別の問題への対応、共通の関心を
有する地域の課題などについて、日米両国が
協力をして取り組んでいくために開催するも
のである。また、この首脳会談前に、日米の
航空会社が両国間の路線や便数を決定するこ
とを可能にする日米のオープンスカイ合意が
発効し、日米間の往来の促進が図られた。さ
らに、2009年11月の首脳会談で協力推進に
つき一致したクリーン・エネルギー分野で
は、日米共同のスマートグリッド実証実験、
沖縄－ハワイ協力のためのタスクフォースの
設置など、協力体制が築かれ、先述のファク
トシートにおいて、日米クリーン・エネル
ギー政策対話が立ち上げられた他、アジア太
平洋地域の持続可能な成長及び長期的な雇用
の創出を下支えする、エネルギー・スマート
コミュニティ・イニシアティブも開始され
た。また、10月の日米外相会談では、レア
アースなど戦略資源の安定供給確保について
協力していくことで一致し、実務者間の連携
が進んでいる。一方で、11月の前原外務大
臣とカーク通商代表との会談では、カーク代
表から米国産牛肉輸入問題及び保険について
の提起があった。米国産牛肉輸入問題に関し
ては、2011年1月の日米外相会談では、この
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問題に関し、引き続き議論していくことが確
認された。
この他、オバマ政権が推進している高速鉄
道計画への日本の技術の導入を図るため、菅
総理大臣、前原外務大臣などのハイレベルか
ら積極的な働きかけを実施した他、米国での
高速鉄道セミナーの開催なども行った。5月

のラフード運輸長官、9月のシュワルツネッ
ガー・カリフォルニア州知事などの訪日の際
には、新幹線への試乗などを通じて、日本の
高速鉄道技術に対する理解促進を図った。さ
らに、超電導リニアに関する日米協力の推進
にも取り組んでいる。

日米投資関係
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●米国は、日本にとって最大の直接投資先であると同時に、最大の対日直接投資国。
●直接投資面での日米関係は極めて密接。
●「対日投資の促進」が課題（米の対外直接投資残高のうち対日はわずか3.0％（2009年））。

出所：日本銀行／米国商務省

米貿易赤字に占める対日比率の低下

対日貿易赤字の比率は、81年の70.8％をピークに、92年以降徐々に低下してきており、09年には、8.9％まで低下。
対中貿易赤字の比率は徐々に増加してきており、09年には45.3％に達している。
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（3）米国情勢

政治
発足2年目を迎えたオバマ政権にとって、
2010年の最重要課題は、回復の遅れている
経済・雇用情勢への対処であった。オバマ大
統領は、1月27日、就任後初となる一般教書
演説を行い、政権2年目の最優先課題は雇用
対策であることを明確にするとともに、医療
保険制度改革、金融規制改革、教育改革など
に引き続き取り組む決意を表明した。
米国議会では引き続き党派対立が厳しい状
況にあったが、オバマ大統領は共和党議員の
切り崩しに成功し、3月には歴史的業績とも
言える医療保険制度改革法の成立を実現させ
た。また、7月には金融規制改革法を成立さ
せるという大きな成果を上げた。
一方、経済・雇用情勢の回復は思わしくな
く、失業率は引き続き10％近くにとどまっ
た。大規模な財政出動を伴う雇用対策には共
和党のみならず民主党内保守派からも反対の
声が上がる中で、オバマ政権は有効な対策を
打ち出せない状態が続いた。さらに、メキシ
コ湾原油流出事故など不測の事態の影響で、
これまでの実績を効果的に広報することもで
きなかった。この結果、大統領の支持率は
40％台半ばを前後するようになり、夏以降不
支持率が支持率を上回る状況が続いた。
このような中、11月2日に中間選挙が実施
された。4年に1度行われる大統領選挙の中
間の年に行われる中間選挙は時の大統領の業
績に対する評価との側面があり、大統領の所
属政党は議席を減らす傾向にある。特に11
月の選挙では、景気・雇用回復の遅れに伴う
国民の経済面・生活面での不安感、ワシント
ン政治における党派対立の激しさといった状
況への責任が問われ、政権党である民主党に

とって非常に厳しい結果となった。同党は、
上院では多数を維持したものの、下院では、
第二次世界大戦後最多となる63議席を失い、
2011年1月からの新議会期において共和党に
多数党の地位を奪われることとなった。
この結果を受け、翌3日オバマ大統領は記
者会見を行い、選挙結果は政府の経済運営や
景気・雇用回復のペースに対する国民の不満
の表れとの見方を示し、責任が大統領自身に
あることを率直に認めた。同時に、今後は経
済再生に向け党派を超えた協力が必要と呼び
かけた。
選挙後から会期末までの間に改選前の議員
構成で開催されるいわゆるレームダック・
セッションで、オバマ大統領は、ブッシュ前
政権時代に法制化された大型減税（ブッシュ
減税）の延長問題を巡り共和党との間で妥協
を成立させるとともに、新戦略兵器削減条約
（START）締結の上院による承認や、同性
愛者がその事実を公表して軍務に就くことを
禁ずる政策（「見ざる、言わざる政策」）の撤
廃などの成果を上げた。今後、小さな政府を
志向し、オバマ政権のこれまでの経済運営に
反発するティー・パーティー系議員を含む共
和党議員が増加した新議会期において、オバ
マ大統領が前会期末と同様に共和党との妥協
を成立させ、成果を上げることができるかが
注目される。

経済
（ア）総論

2008年のいわゆるリーマン・ショック以
降、米国政府は、総額7,000億米ドルの不良
債権買取プログラム（TARP）による公的資
本注入など、金融機関支援を実施するととも

ア

イ
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に、悪化する実体経済に対し、2009年2月に
成立した米国・再生再投資法（ARRA）など
に基づき、景気刺激策を進めた。それらの政
策効果もあり、2009年第3四半期以降、国内
総生産（GDP）成長率はプラスに転じ、
2010年を通じて景気は緩やかに回復した。
しかし、失業率が10％近い水準で高止まり
するなど景気回復が停滞するリスクは残ると
ともに、財政赤字が拡大しており、経済回復
と財政再建の両立が政府の優先課題となって
いる。
2011年1月の一般教書演説においてオバマ
大統領は、雇用創出と米国企業の競争力強化
のため、クリーンエネルギーを始めとするイ
ノベーション、教育及び高速鉄道を含むイン
フラへの投資を促進する方針を示すととも
に、2014年までの輸出倍増に改めて言及し
た他、国内雇用に資する貿易協定の追求、国
内の制度・規制の見直しなどにも言及した。
また、今後5年間の国内支出の凍結など、財

政再建、税制改革、医療保険制度改革を始
め、主要な国内課題に対処する強い意思を示
した。

（イ）各論

米国連邦準備制度理事会（FRB）は、11
月に開催された米国連邦公開市場委員会
（FOMC）定例会合において、8月のFOMC
時に公表した保有証券の償還元本の再投資を
維持する他、長期の米国債を2011年第2四半
期末までに更に6,000億米ドル購入する旨を
発表した。この追加的金融緩和は、経済回復
を支え、インフレ率低下のリスクを減少させ
ることが目的とされている。
12月には、2010年末に期限を迎えるいわ
ゆる「ブッシュ減税」の全国民に対する2年
間延長を含む共和党との枠組み合意が発表さ
れた。これを受け、同月、遺産税減税、失業
保険給付延長、研究開発減税、設備投資減税
なども含む包括的な減税法が成立した。

GDP成長率の推移
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2010年第4四半期のGDP成長率（改定値）は年率換算で前期比2.8％増。6四半期連続のプラス成長。個人消費がプラス4.1％と、2006年第
1四半期以来の伸びを示し、GDPを2.88％ポイント押し上げた。民間住宅投資は、プラス2.8％と前期の大幅マイナス（マイナス27.3％）か
ら回復。輸入がマイナス12.4％、輸出はプラス9.6％と純輸出がGDPを3.35％ポイント押し上げた。
2010年通年のGDP成長率は2.8％と、5年ぶりの高い伸び。
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2010年10月、第28代カナダ総督 1として
ジョンストン氏が就任した。同総督は、就任
スピーチにおいて、7年後に150周年を迎え

るカナダが目指す国家像が「賢さと思いやり
を備えた国家」であるとし、それを達成する
には、①家族と子供たちを支えること、②学

また、過去2年間の深刻な不況を招いた主
な要因が金融システムの崩壊にあるとして、
7月には、銀行などの自己勘定取引禁止を盛
り込んだいわゆる「ボルカールール」を含む
金融規制改革法が成立した。3月には、将来
的に米国民の約95％が医療保険に加入（無
保険者3,200万人を解消）することを可能に
する、医療保険改革法が成立したが、本改革
の議論は国民世論を二分し、有権者の賛否は

拮
きっ

抗している。
通商面では、2010年の一般教書演説でオ
バマ大統領が提案した「国家輸出イニシア
ティブ」に基づき、向こう5年間での輸出倍
増を目指し、様々な輸出促進策がとられた。
例えば、12月には米韓FTAの補足合意が発
表された他、2011年11月のホノルルでの
APEC首脳会合に向け、TPP協定交渉が精
力的に進められている。

（1）日加関係（日加経済関係を含む）

2010年は日本がAPEC議長、カナダが
G8・G20の議長だったこともあり、様々な要
人往来を通じて日加関係が一層緊密になっ
た。首脳間では、6月には菅総理大臣が総理
大臣就任後初めての外遊先としてカナダを訪
問した。また、11月には、ハーパー首相が
訪日し、その際に行われた日加首脳会談にお
いて、両国首脳は「政治、平和及び安全保障
協力に関する日加共同宣言」に署名した。こ
の共同宣言で、両国は外務、防衛当局による
次官級「2+2」対話の立ち上げを決定し、ま
た、12の分野における日加協力を進めてい
くことを確認した。外相レベルでは、3月に
岡田外務大臣が訪加した他、11月にキャノ
ン外務大臣が訪日して、日加関係進展のため

の幅広い分野での意見交換が行われた。
日加経済関係に関しては、11月の首脳会
談において、日加間の経済連携につき前向き
に取り組んでいくことや、資源開発に関する
連携を緊密化することなどについて一致し
た。また、6月及び11月にヴァンローン国際
貿易大臣が訪日し、岡田外務大臣他と二国間
の経済関係強化について意見交換が行われ
た。さらに、3月には日加次官級経済協議、
12月には貿易投資対話が開催されるなど、
日加経済枠組みの下で、投資、貿易促進のた
めの様々な取組が進められ、2011年2月には、
日加経済連携協定（EPA）の可能性に関す
る共同研究を開始することで一致した。

2　カナダ

1	 カナダの国家元首であるエリザベス二世英国女王を、カナダにおいて代表する。

（2）カナダ情勢
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習とイノベーションの促進、及び③博愛とボ
ランティア精神の奨励が必要であると述べ
た。また、同総督は、こうした国家像の実現
へ向け、異なる出身の人々、異なる世代間の
橋渡しの役割を自ら果たすとの旨を述べた。
また、ハーパー首相は、保守党政権発足5
年目を迎えているが、少数政権ながら安定し
た政権運営を持続している。保守党は政党支
持率調査で自由党を上回る傾向が続いたもの
の、下院議会で過半数を確保するために最低
限必要とされる40％には届いていない。ま
た、野党である自由党も党首の指導力の欠如
などが指摘され、政権奪回には至っていな
い。
外交面では、ハーパー首相はG8、G20議
長として、これら首脳会談の成功へ向けて指
導力を発揮した。また、同首相は、引き続き
国際社会において強いカナダを目指している

が、その中でも特にその利用方法などを巡り
関係国間で立場の違いがある北極に関する政
策について4つの優先事項を打ち出すなど、
北極地域の重視姿勢を示した。また、アフガ
ニスタン復興支援については、2011年にカ
ナダ軍を撤収し、文民の活動により支援を行
うとの方針が打ち出された。
カナダ経済は、景気後退期に政府が実施し
た大規模な景気刺激策や堅固な経済ファンダ
メンタルズ（指標）を受け順調に推移してお
り、実質GDP（前期比、年率換算）も2009
年第 3 四半期以降はプラス成長に転じてい
る。カナダ銀行は2009年4月に過去最低水準
の0.25％となった政策金利である翌日物金利
の誘導目標を、2010年9月には1.00％まで引
き上げた。失業率も2010年9月には約1年半
ぶりに8％を切り、雇用の回復が徐々に進ん
でいる。
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Column

米国への初の使節団派遣から150年
2010 年は、徳川幕府による遣米使節団の派遣から 150 周年という節目の年でした。日本から初

めての公式な派遣となった遣米使節団は、当時米国で様々な歓迎を受け、日米交流の原点となった

出来事でした。

150 周年を記念して、米国では様々な行事が行われました。ここでは使節団が訪問したニュー

ヨーク、サンフランシスコでの記念行事の主催者から、両都市で開催されたイベントについて御紹

介します。

ニューヨーク：ニューヨーク市博物館副館長　サラ・ヘンリー博士
ニューヨーク市博物館では、展覧会「Samurai in 

New York：The First Japanese Delegation, 1860（ニュー
ヨークの侍：最初の日本からの使節団、1860 年）」を
開催しました。東洋からの来客に対するニューヨーク
の人々の関心の高まりや、使節団の到着を受けて行わ
れたパレードや舞踏会の盛り上がりを記録した稀少な
工芸品、写真、新聞記事の彫版などが展示されました。
また、日本から貸し出された幾つかの展示品は、使節
団員が経験したことを彼らの視点で記録した貴重なも
のでした。資金集め、日本からの展示物借入や使節団員の子孫の方々の参加を得ての開幕式開催など、展覧会
のあらゆる側面で在ニューヨーク日本国総領事館と緊密に協力しました。当博物館は、ニューヨークの素晴ら
しい歴史を紐

ひも

解
と

き、ニューヨークの日本人社会との関係を築く貴重な機会を得ました。この展示は、ニュー
ヨーク・タイムズ紙、ウォール・ストリート・ジャーナル紙で報じられるなど、大きな反響を呼びました。開
催期間 5 か月の間に来訪者は約 8 万人に達し、展示会に付随して行われた特別の教育プログラムは、多くの学
生や教員が利用しました。

ニューヨーク市博物館にて開催された 150 周年記念展示会で展示され
る工芸品や写真など（写真提供：C. Bay Milin）

サンフランシスコ：咸
かん

臨
りん

丸150周年実行委員会共同委員長　松浦功及びアレン・オカモト
サンフランシスコは、咸臨丸乗組員及び万

まん

延
えん

元年
（1860 年）遣米使節団が米国本土の土を最初に踏んだ

場所であり、日米史上初めて米国市民と日本の代表団
が交流を行った舞台となりました。この重要な歴史的
事件を祝う為、地元日系社会は在サンフランシスコ日
本国総領事館の支援も得て咸臨丸 150 周年実行委員会
を立ち上げ、日本町での桜の植樹、咸臨丸停泊地への
記念銘板設置を始め、航海訓練所練習帆船「海王丸」、
海上保安庁練習船「こじま」、海上自衛隊練習艦隊に
よる 3 回の日本艦船の寄港、咸臨丸乗組員ジョン万次
郎にちなむ日米草の根交流サミットを含め、実に年間
を通じ 30 以上のイベントを成功裏に実施しました。
特に、咸臨丸と同じ帆船として同じ航路をたどり、咸
臨丸乗組員の子孫も乗り組んだ「海王丸」の寄港は、
米国のメディアも関心を持って取上げました。サンフランシスコでは、これらの行事を通じ、これまでの日米
交流の歴史に思いをはせ、更に一層の交流を進めていくことの重要性を考える良い機会となりました。

日本の航海訓練所練習帆船「海王丸」は、150 年前の咸臨丸の航路を
たどってサンフランシスコに寄港。写真は、ベイブリッジを背景に登
しょう礼を行う海王丸実習生（5 月 9 日、米国・サンフランシスコ）
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